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海岸保全施設の維持管理では新技術の活用が推進されているものの，実務における適用事例

は依然として少ない．特に離岸堤の点検では，船上目視や潜水目視が一般的であるが，波浪条

件や浅海域という環境特性から，安全性や調査効率の確保が課題となっている．本論文では，

UAVによるグリーンレーザー測量，写真測量および水中ドローン調査を実施し，取得データを用

いて離岸堤の変状を定量化するとともに，健全度評価への適用性を検証した．その結果，安全

性の高い調査を実現するとともに，離岸堤の変状を定量的に把握し，健全度評価に活用可能な

データを取得できる見通しを得た． 
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１．はじめに 

 

近年，気候変動に伴う高潮・高波の激甚化や海岸

保全施設の老朽化が進行する中，防護機能を持続的

に確保するため，効率的かつ高度な維持管理技術へ

のニーズが高まっている．海岸保全施設の維持管理

は，基本的に『海岸保全施設維持管理マニュアル,

令和2年6月(令和8年3月一部変更),農林水産省農村

振興局防災課ほか』(以降，マニュアル)に準じて実

施される．近年，DX等の新技術が急激に進化してい

く中で，同マニュアルにおいても新技術等の活用が

促進されている．しかし，実務レベルでの運用や具

体的な活用事例等は依然として限定的な状態である． 

海岸保全施設の一つである離岸堤の定期点検では，

一次点検として堤体の移動・沈下・散乱やブロック

の破損の有無を陸上目視により確認する．その後詳

細な調査が必要と判断された場合，二次点検として

堤体や海底地盤の洗掘，基礎工等を対象に，海上目

視調査や潜水調査，測量調査を実施することが一般

的である．しかし，離岸堤が設置されている海域や

離岸堤周辺は波浪が厳しく，水深が浅い箇所が多く，

作業船の接近や潜水作業には安全上の制約がある．

また，静穏時の作業に限定して実施した場合におい

ても，海上作業時間が限られるため，十分な調査密

度を確保できず，劣化状況の定量的把握に制約が生

じる．さらに，維持管理計画の高度化や予防保全型

の管理が求められる中，点検結果の評価判断の客観

性・再現性を確保できるデータ取得が求められる． 

２．従来の維持管理調査手法の課題および解決

のための新技術の活用 

 

 本論文では，県が管理する離岸堤の二次点検を実

例に，生産性の向上と変状ランク評価の再現性確保

を目的とした，DXを活用した安全かつ定量的な離岸

堤の維持管理調査手法に関する検討結果を述べる． 

 

(1) 調査背景 

県が管理する離岸堤の一次点検において，一部ス

パンで消波工・根固工の移動・散乱及び沈下が確認

された．結果，対象の離岸堤に対して二次点検が必

要と判断された．二次点検において，当初は定量的

な変状規模を把握し，変状ランクを評価するために，

『マニュアル』(表-1)に準じて陸上部でUAV写真測

量，水中部で深浅測量および潜水調査が想定された． 

 
表-1  離岸堤の二次点検での点検項目1) 

 



 

 

(2) 従来の維持管理調査手法の課題 

調査を行うにあたって事前に現地踏査を行い，施

設状況や周辺環境等を確認した．現地の様子を写真

-1に示す．対象施設周辺においては，以下の特徴を

有していることが確認された． 

 施設周辺の波浪が日常的に厳しい 

 対象施設への波あたりが強く，波高が高い 

 施設周辺の水深が浅い 

波浪や流況等の現地条件の影響を受ける海域にお

いて，作業船や潜水士に依存した従来の調査手法で

は，安全性の確保および計測精度に課題があった．

また，単一の計測結果のみに基づく評価では，デー

タの信頼性や評価精度に限界があった． 

 

 
写真-1  点検対象の離岸堤の一部と周辺の波浪状況 

 

(3) DXを活用した解決策の提案 

本調査では，作業船や潜水士の接近を前提としな

い調査手法を採用することで，調査時の安全性を確

保するとともに，効率的なデータ取得を可能とした．

さらに，単一の計測結果に依存せず，複数の手法か

ら得られたデータを相互に比較・補完しながら評価

する手法を導入した．その結果，現地条件に左右さ

れにくい，客観性及び信頼性の高い定量的評価プロ

セスの構築を実現した．具体的には，離岸堤の劣化

状況（変状ランク）の評価(表-2)に必要な計測項目

を整理・確認したうえで，UAVによるグリーンレー

ザー測量・写真測量および水中ドローン調査を組み

合わせて適用する調査方法(図-1)を採用し，陸上・

水面上・水中のデータを一体的に取得・評価するこ

とで，離岸堤の変状把握の高度化を実現した． 

 
表-2  離岸堤に対する変状ランク評価1) 

 

※『マニュアル』付録の点検シートに記載の堤体の

「天端高さの不足」の項目についても評価した． 
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図-1  調査代替案イメージ図 

 

３．調査概要 

 

(1) 調査対象施設 

 調査対象施設の諸元を以下に示す． 

 対象施設 ：離岸堤 2基(以降①，②と呼称) 

 設計天端高：T.P.+1.47m 

 ブロック2層厚：2.70m(1層厚：1.35m) 

 設計設置高：①T.P.-2.63m，②T.P.-1.83m 

 

 
図-2  対象施設の概略標準断面図(離岸堤①) 

 

(2) グリーンレーザー測量・写真測量 

 グリーンレーザー測量による対象施設の消波ブ

ロックの天端高の確認を実施した．計測は，消波ブ

ロックの形状を精度よく明瞭なデータを取得するた

めに，干潮時刻付近かつ静穏なタイミングで行った．

また，写真測量も同時に実施した．それぞれの測量

で使用した機器を以下に示す(写真-2)．UAV飛行時

には海岸利用者に声掛けし安全性を確保した． 

 グリーンレーザー：Navigator/Yellow Scan社 

 カメラ(写真測量)：ZENMUSE P1 

 

 
写真-2  グリーンレーザー装置搭載(左)および写真測量

用(右)UAV 

 

(3) 水中ドローン調査 

水中ドローン調査では，水中カメラおよびソナー

を搭載した水中ドローンにより，対象施設の水中部

のブロック変状や移動・沈下・散乱，洗掘の確認を

試みた．搭載した使用機器を以下に示す(写真-3)． 

 水中ドローン：DiveUnit300 

 水中ドローン(ソナー)：Oculus Mシリーズ 



 

 

 
写真-3  水中カメラとソナーを搭載した水中ドローン 

 

４．調査結果 

 

それぞれの調査から得られた結果について，可視

化したデータとして示す． 

なお，水中ドローン調査については，波浪による

影響を大きく受けたことで，離岸堤への近接が極め

て困難であった．また，離岸堤周辺は気泡の発生や

海底砂の浮遊・巻き上がりにより，視認性が低く，

消波ブロックの確認もできなかった．加えて，ソ

ナーによる水中部の消波ブロックの形状(破損)の把

握も気泡の影響で反射波を適切に受信できず(図-3)，

精度の高いデータの取得には至らなかった．した

がって本論文においては，グリーンレーザー測量と

UAV写真測量の有用性を述べ，水中ドローン調査に

ついては今後の課題や展望として末尾に示す． 

 

  
図-3  投入時のカメラ画像(左)・ソナー画像(右) 

 

(1) グリーンレーザー測量 

グリーンレーザー測量では，白波によるノイズの

影響が大きく，消波ブロックの形状を正確に取得す

ることは困難であった．一方で，図-4に示す標高段

彩図から，点検対象スパン（離岸堤①）の消波ブ

ロックの法尻部周辺では海底面のデータが取得でき，

局所的な地形状況を把握した．なお，離岸堤②の結

果は離岸堤①と結果および後続での評価が類似する

ため省略する． 

(2) 写真測量 

取得したデータからノイズを除去した結果を図-4

に示す．波高の変動に伴い海面の点群を正確に取得

することは困難であった．一方で，海面上に露出し

た消波ブロックの形状は捉えられており，気中部に

おいて顕著な損傷や変状は確認されなかった． 

 

５．定量的評価・変状ランク判定 

 

各調査結果を用いて変状を定量的に評価し，それ

ぞれの点検項目について『マニュアル』(表-2)を参

考に変状ランクの評価を行った． 

堤体の「天端高さの不足」，「移動・沈下・散

乱」および海側海底地盤の「洗掘」の点検項目を評

価するにあたっては，表-2の通り，堤体断面の減少

量や設計もしくは竣工時の高さからの変化量を明確

にする必要がある． 

 

(1) 点検項目：海側海底地盤(洗掘) 

離岸堤①の海側海底地盤における洗掘の評価は，

グリーンレーザー測量の結果(図-4)から，現況の堤

体海側の水深(T.P.-2.10m～T.P.-1.50m)が設計設置

高(T.P.-2.63m)よりも高いことを確認できるため，

洗掘は発生していないと判断し，変状ランクとして

は[d]と評価した． 

 

(2) 点検項目：堤体(天端高さの不足，移動・沈

下・散乱) 

堤体における移動・沈下・散乱の評価は，堤体断

面の減少量が一層以上か未満かによって，変状ラン

ク[a]または[b]に判定される．天端高さの不足に関

する評価は，設計天端高を満たしていない場合は

[a]，満たしている場合は[d]と判定される． 

a) 離岸堤① 

堤体の移動・沈下・散乱および天端高さの不足を

評 価 す る に あ た っ て は ， 「 設 計 天 端 高 ：

T.P.+1.47m」および「ブロック1層厚：1.35m」に着

目する．調査結果である点群データを用いて，当該

範囲に含まれる点データを標高値に応じて色分け表

示を行った（図-5）．この表示方法に基づいて整理

した結果を図-6に示す． 
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図-4  離岸堤①のグリーンレーザー測量結果(標高段彩図)(上)と写真測量結果(下) 



 

 

 
図-5  赤色の範囲に位置する点群を着色 
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図-6  離岸堤①調査対象スパンの結果の整理 

 

 着色した点データは対象箇所全体の点群に対して

ごくわずかであり，消波ブロック端部に限られてい

ることを確認した．これより，対象スパンでは堤体

断面が一層分以上減少していると判断できるため，

「移動・沈下・散乱」の変状ランクを[a]とした．

また，設計天端高と同等の高さに位置する点群は確

認されなかったことから，堤体は機能上必要な天端

高さを満足していないと判断できるため「天端高さ

の不足」の変状ランクを[a]とした． 

 

b) 離岸堤② 

 離岸堤①と同様に，点群データを用いて，1層厚

に該当する範囲の点データをコンター表示で表現し

たものを図-7に示す． 

対象箇所全体の点群に対して，色付けされた点は

多いが，設計天端高と同等の高さに位置する点は限

定的であった．このことから，対象スパンにおける

堤体断面の減少量はブロック一層分未満であると判

断されるため，「移動・沈下・散乱」の変状ランク

を[b]とした．また，設計天端高と同等の高さに位

置する点を一部確認したものの，堤体延長方向に連

続的かつ広範囲に分布している状況ではなかった．

このため，堤体は機能上必要な天端高さを十分に満

足できていないとし，「天端高さの不足」の変状ラ

ンクを[a]とした． 
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図-7  離岸堤②調査対象スパンの結果の整理 

 

６．結論 

 

(1) 本手法の有効性 

本研究では，UAVによる写真測量およびグリーン

レーザー測量，水中ドローン調査を組み合わせて離

岸堤の計測・評価を行った．結果，気象・海象条件

や構造条件等に多少左右されるが，グリーンレー

ザー測量および写真測量は，離岸堤の変状を定量的

に把握するうえで有効であり，健全度評価に活用可

能なデータを取得できることを確認した． 

これにより作業船や潜水士の接近を前提としない

安全性の高い調査を実現し，省力化を図った効率的

なデータ取得を可能とした．また，単一の計測結果

に依存するのではなく，複数の調査手法から取得し

たデータを相互に比較・補完する手法の有効性を示

した．さらに，発注者との協議における調査結果の

説明性が向上し，客観性・再現性および実務への適

用性の高い結果を取得できる見通しが得られた． 

 

(2) 今後の課題 

 本調査にあたって，水中ドローン調査は，水中目

視調査の代替手法として適用したが，有効な点検結

果を取得するには至らなかった．しかし，この結果

のみをもって適用性を判断することは適切ではない．

今後も試行を重ねることで，離岸堤周辺のような波

浪や濁度の影響を受けやすい環境における適用条件

や適用限界を明確にする必要があると考える． 

 また，水中ドローンによる点検結果を取得するこ

とができれば，水中部の状況を直接確認できるため，

グリーンレーザー測量から得られた評価結果の妥当

性をより高い精度で相互的に検証できる．したがっ

て，水中ドローンを活用した点検手法の確立は，離

岸堤の維持管理における評価精度および信頼性の向

上に寄与するものと考える．さらに，評価精度を向

上させるためには，継続的なデータ蓄積とモニタリ

ングを通じて劣化の進行状況を把握することが必要

である． 

 

(3) 将来への展望 

 今後，波浪条件や濁度などの環境条件による影響

を低減できる計測技術の高度化や，取得したデータ

を設計および工事段階へ円滑に活用するための仕組

みの構築も重要な課題である．将来的には取得デー

タの標準化・蓄積が進み，BIM/CIMモデルやAIによ

る自動設計との組み合わせを図ることで，点検→診

断→維持管理→補修設計を半自動化されたプロセス

として発展させることができ，技術の高度化および

生産性の向上へ繋がると考えられる． 
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